
Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

2弼 4菰 惣糶 学会

地域特性と消防団員数の関連性に関す る考察

StUdy　on 　Relationship　between　the　RWfoma董（haracteriSdcs　and 　the　Designated　Nurnber
　　　　　　　ofPersonnel 　ofVolurTteer 　Fire　Corps　in　Local　C 。mmunities

　　　　○小林　将之
1

， 関沢　愛
1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1　　　　　　　　　　　　　 1
Masayuki　KOBAYASHI

’
，
　N 　SEKIZAWA

1
東京大学大学院工 学系研究科　化学シ ス テ ム エ 学専攻　消防防災科学技術寄付講座

　 University　efTOkye
，
　D 鄲 mcnt 　of （浙  i衄 S凋   岫 餽 dng

丶V』en 　p  o邑ing　the　regi （mal 　dev驂lQpmcnt　of　local　commu 崩i竃ies　frorn　the　vicwpoin 肛of 　disas嗽r　m 西8置樋on，醜i5
臨黼 y 颱r 煽er ¢ siden 鯰 to　ha、e 　a　olo6 弓 。o。P贓 iom 舳 行爬 ・fighting卿 izati  s．　 For　lhis　p岬 05e

，
　velunteer

fi閃 oorps 眠 p飢 icul町 ly　il叩 面 anちb  団鵬 t時 ha鴨 clog町   I　mo 飛 3薗 iy　relgti   ship 　witb 　reside 幡 in測 涌oロ

to　the　aCtiVity　in　an　emergency 　case 　of 　the　disaster．　 H   町
，
曲 e匹 蝋 ng 齬 騨   t　si贓  

，
愉   s  鵬

  cial　problems   出e　manag 自m   t 跏 d　s鳳 ainment ｛  th6 翫e　volunteer 蝦re 　cqp 陷 because　theロ  b町 of

pergomel　has　b  n　gmd 岨 1正y　dedi“iロg　in　l    重 d  ades ．τh創 efore ，　it　is闘 》ely　impα 題nt　issue　ft　r　e8面

m   uiry　h〔yw 軸D　maint ε樋n　a　vD1亘到冂tθ巳r蠅re　oorps　in　t盲匙eir　a冨艶 in　a　proper　size。　In　thi55tロdy
，

覧鳩 exalnine 剥he　the
lelati  ship　bIrtween　the　regior！al　CharacteriStics　Imd −the　designated　nuniber　of　personnel　ef　velunt鰤 fire　cerps 　in
l畷 ll   mu 醐 es 　in蜘   ge紬 e 瑠 sti跏 ughts　cm　the　ic｝eal　deslgnated　number 　ofpersonnel 　for　yolunbeer
倡re　o αrPS．

Kny　IVerdS：　valimteei’Fire　Corps，（tha！rrcteristics　efRegt
’
on，　Discrste厂Mitigatien，　SOfeケ andSeevrity

1 ．は じめ に ＿．＿．わが国 の 消防団制度の現状

　わ が国は、地形や 気象 な ど の 自然条件か ら地 震、台風

豪雨、火 山噴 火 な どに よる災害が発生 しや すい 環境に あ

る。 また、近い 将来に 発 生が懸念され て い る 東海地震、
東南海 ・南海地 震 な ど巨大地 震 で は 、大きな被害が広 範

囲かっ 多重的に 発生する と予測され て い る。
　災害が 大 きけ れば大きい ほ ど、 発 災 地域にお け る常備

消防を始め とす る防 災 関係 機関等自身が 被害を受け、災

害対応に支障をきたす場合 があるうえ に、救助、救援活

動におい て迅 速に 対応 を行 っ た と して も広域的な応援 に

は時間を要するこ とが 予想 され る。した がっ て 、 発 災直

後 の初動期 に お い て は、地域住 民相 互 の 助け合い 、人命

救助や 初期消火 へ の 努力が、被害の 軽滅の 上で きわめ て

重 要な役割 を果たすこ とに なる 。

　防災の 視点 に立っ て の 地域づ くりを推進す るに当たっ

て は、自主 防 災 組織 を 始 め とす る 地域住民が、消防本

部 ・消防署や 消 防団 で 構 成する消防機関との 緊密な連携

を持 ち、一
体 となっ て 取 り組 ん で い くこ とが必 要 となる。

特に消防団 は、わ が 国の ほ とん どの 市町村に設 置 され て

い る歴史ある組織で あ り、 ま た 消防組織法に常備の 消防

機関 を補完する地域の 公 的な消防力と して位置 づ け られ 、
市町村条例 に よ っ て 、そ の 定員が 定 め られ て い るもの で

あ る。一
方、そ の 構成員は 主 と して 地 元 に在住、在勤 し

消防以外の 本職 を有する人た ちで あり、ある意味では地

域の ボラ ン テ ィ ア 消防とも言 え る存在 で あ り、防災面で

の 十分な訓練と経 験 を 積ん で い る こ とか ら、そ れ ぞれ の

地 域 で リーダーシ ッ プ を と り 、 平 常時に は 自主防災組織

や住民に 対す る訓練指導、防災知 識の 普及啓発を行い ．
災害時 に も地 域に お け る防災活動を 担 うこ とが期待され

て い る 。

　とこ ろで 、わが国の 消防団 の現状に 目を 向けて みる と、
経 済の 高度 成 長期以降の 過密 ・過疎の 進行などや地域社
会、国民意識の 大きな変化等 よ り、過疎地 域などに おい

ては、新 た に消防団員 と して 参加 す る若年層 が年々 減少

する一方、都市部を 中心に地域社会 へ の 帰属意識の希薄
化が生 じ、既存 の 地域組 織活 動 にな じみが薄い 住民が増

加 して い る こ とが伺える。こ の よ うな 消 防団員数 の 減少

と団員構成の 変化が 、 消防団の 安定的な運営に影響を及

ぼ して お り、適正 な規模の 活力ある消 防団 の 確 保 をい か

に図っ て い くか が、各地域 ・市町村にお け る切実な課題

となっ て い る。 ］ ）

　そ こで 、 本研究で は、今後の 消防団 員数の あ り方 につ

い て 検討を行 う上で の 基礎資料とす る た め に、各消防本

部単位での 消防団 員数の 現状と、その 地域特性につ い て

把 握 し、両者 の 関連性に つ い て分析 を行っ た。

2 ．分析対象デー
タ と分析方法

　総務省消防庁 が収集 し た平成 重5年 4 月 1 日現在の全

国 95tl消防本部等 （
一

部常備消防本部がない 地域を含
む）に存す る市町村条例で定め られ た消防団員定数 似

下で は単に 「消防団 員条 例 定 数 」 と略す） と、その 管轄

地域にお け る面積、人 口 等に 関す る基礎的地 域諸特性 と

の 関係 を、消防本部単位の データベ ース に よ っ て 統計的

に分祈 した 。 ま た、 法律で走め られてい る地域指定の う
ち、災害に 関連 が 深 い と考 え られ る 8 つ の 地 域指定 俵
1 ）の 有無と消 防団 員条例定数 との 関係 につ い て も考察
を行っ た 。
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表 1　地域指定と指定関係法令

地域指定 関係法令

大規攤 也震強化地 城 大規模地震対 策特別措置 法

東南海・南海

　　　　地震推進地域

東南海・南海地 震に 関わる

防災対策特別 措置法

活動 火 山避難施殴

　　　　緊急整備地域
活 動 火 山対策 特別 措置 法

浸水想定区城 水防 法

特別豪雪地帯 豪雪地帯対策特別措置法

離島振興対策 実施地域 離島振興 法

台風常襲地帯
台風常 襲地 帯 に お ける災害 の

防除に 関 する特別 措 置法

過疎地 域 過疎地 域自立促進特別措置法

3 ．人口あたりの消防団員条例定数
　は じめに、消防団員の 地域 に おけ る条例定数の 違 い を

人 口 あた りの 消防団員条例定数と して 分析を行なっ た。
　図 1 に 人ロ あた りの 消防団員条例定数の ヒ ス トグラム

を示 す。 人 口 千人 あたりの 消防団員条例定数の 平均値は

172 人で、50人を超え る消防本部等 の 割合 は 5％ に満た

ない こ とが分か っ た。 ま た 、 50 人 を超える消防本部等

の 内駅につ い て 洋細 に見て みる と、消防本部が 非常備の

地城が、そ の大部分を占め て い る こ とが 確認で きた。
　さらに、東京及び 政令指定都市も他 の 消防本部等 に比

較 して、管轄人 口規模が 大き い こ とに加え大都市部人口

の 占める割合が多く、消防団員を配置 してい ない 消防本

部 も存在してい るこ と等か ら、全国 の 消防団の 平均的な

現状を把握する上での 対象 か らは 除 く こ とに した 。 そ の

た め、日本 の 全 9S4 消防本 部等 か ら、非常 備 町村 60 町

村 を除き 894消防本部と し、さらに人 口 千人あた りの 消

防団員条例定数が 50人以 上 の 11消 防本 部、東 京 お よび

政令指定都市 14消防本部 、 消防団の ない 5 消防本部

（大阪消防局 を含む）の 条件の 地域を除い た 865消防本

部に つ い て 分析を行な うこ とと した。865 消防本部に つ

い て 入ロ あた りの 消防団員条例定数 の ヒ ス トグ ラ ム を図

2 に示す 。 平均は 人 口 千 人 あた り 13．4 人 で あ り、平均

よりも低い、人口千人あたりの 消防団員条例定数が 2人

か ら6人の 地域が多い こ とがわか る 。

4 ．消防団員条例 定数と地域特性
　全国 865消防本部の 地域にっ い て、消防団員条例定数

が、地域特性との 間に相関関係 が あ るか ど うか を分析す

る ため に、消防団員条例定数と、国 勢調 査人 口 、可 住地

面積、林野 面積、小学校数 との 間 の 散布図を図 3 に示す。

消防団 員条例定数 と、国勢調査人 口、林野 面積 との 間に

は ほ とん ど相関 がみ られ なか っ た 。 しか し、消防団員条

例定数 と小 学校数 の 間 に は、相関関係 を 見る こ とが で き、
消防団員数に は、ノ1・学校単位の コ ミ ュ ニ テ ィ の 影響、つ

ま り消防団員数 は、地 域に密着 して 存在 して い る とい う

こ とが伺える結果となっ た。 また 、 消防団 員条例定数と

可住地面積 との 問に は本来相関関係 が ある と思われ るは

ずだが、図 3 の 散布図で の 相関関係は 見 か け上低 い 結果

とな っ て い る。 図 3 を さらに注意深くみ る と、0 印で 表

わ された 北海道以外の 消防本部 の デ
ー

タ と x 印 で 表 わ さ
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図 1　 人口干人あたりの 消防団員条例定数の分布

　　　　　　　（954消防本部等）
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図 2　人ロ千人あた りの消防団員条例定数の 分布

　　　　　　　 （865消防本部）

れ た北海道内の消防本部の データ との 二 つ の グル ープに

分かれてい る こ とが 見て 取 る こ とが で きた。
　そ こで 、 消防団員条例定数と可住地面積問の 散布 図に

つ い て、こ の 二 つ の グル ープ に 特に 注 目 して、詳細に分

析を行なうと、二 つ の グル
ープの うち、可住地 面積が大

きい に もか かわらず消防団員条例定数の 少ない グル ープ

の 大部分は北 海道 の 消防本部 で あ る こ とが 分か っ た 。

　 こ れは、北海道は行政単位 の 面積が 北海道以外の 市町

村に 比べ て桁違い に 大き く、北海道以外の 地区 と地理的

条件が大きく異な っ て い るか らで ある。 そ こ で、こ こ で

は 北海道を除い た 消防 本 部で 消防団 員条例定 数 と可 住地

面 積 の 相関を見 る こ とに した 。 そ うすると、決定係数

RZ （相 関係数の 2 乗 ） が 0．628 とな り、明 らか に相 関 の

ある結果となっ 鶴 こ の ように、北海道を除い た消防本

部 で の 消防団員条例定 数は 、 可 住地面積との 間 に 大 きな
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図 3 　消防団員条例定数と地域特性間の散布図

相関関係が 見られる こ とか ら 、 北海道を 除い た 794 消防

本 部につ い て 消防 団員 条例定数を目的変数 と し
、 可住地

面積と小学校数を説明変数と して重 回 帰分析を行 っ た。
重回帰分析の 結果 を衷 2 に 示 す。
　重回帰分析の 結果 か ら R2」0．675 とな り、消防団員条
例定数などの よ うな地勢的 、 社会経済的条件な ど地域の

実情に応 じて政策的 に決め られ て い るい わ ば 社会的デー

タ を説明する 上で は 相当に 相関が高い 緒果 とな り、現状
の 消防団員条例定数 は、可 住地 面 積、小学校数の 2 つ の

変 数で も説明が可能で ある とい える。

囲

表 2　重回帰分析の 結果

団員条例定
　 　 　 　 ’ 、

5 ，地域指定と消防団員数

　次に、表 1 に示 した 8 つ の 地域指定 と現在の 消防団 員
条例定数との 間の 関 係 を図 4 に示 す。

　特別豪雪地帯、離島振興対策実施地城、台風 常襲地 帯、
過疎地域 にお い て は、人 口あた りの 消 防団員条例定数が

多い 傾向に あ り、過疎地域を除い て は、気象条件や地理

的条件に よ り．歴 史的に見て も消防団の 役割や期 待 が大

きか っ たの で は ない か と推測で き る、ま た、過疎地域に

関しては、地域指定の 該 当の 有無 に よ り人口 あた りの 消

防団 員条例定数の 差が 非常に大き く、過疎 に よっ て人 口

が減っ て も、歴史的に 役割 を担 っ て きた 消防団員の 数が

減少 して い な い 結 果 とも考え られるが、現在も過疎地域
での 消防団の 役割は 非常 に大き い もの で あ ると推測で き

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．
　それに対 して、地震災害の 指定地域の 該当の 有無別 に

よる人 ロ あ た りの 消防団員条例定数 には 差がな く、逆に

指定 され た地 域の ほ うが 人 口 あた りの 消 防団員 条例定数
が 低 い とい う結果 とな っ た 。

こ の 理 由 と して は、大規模

地震対策特別 措置法 （昭 和 53年 6 月制 定、平成 14年 4
月 に指定地域 の 追加）、東南海 ・南海地 震に関わ る防災

対策特別措置法 （平成 15 年 12 月に指定地域の 決定｝

に よる地域指定か ら、まだ 日が浅い た め地震に備 えた消

防団員数条例 定数 の 方 策 が とられ て い ない ためで あると

考え られ る。 また、地震災害の 想定され て い る地域 には、
静岡市や 浜松市な ど過疎地 域に 該 当 して い ない 地域が 多
くを占め て い る た め に、こ の よ うな結果 となっ た とも考
え られ る。

6 ．璽回帰分析 に よる消防団員条例定数 の 予測と

　　地域特性

　消防団員条例定数 と、可住地面積、小学校数か ら求め

た重回帰分析 の 結果 （表 2 ）か ら、次式 よ り予 測消防団

員条例定数を求め 、 現状 と予 測値の 散布図を図5 に示 し

た。
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図 5　垂回帰分析による予測消防団員条例定数と

　　　　　　　現消防団員条例定数

（予測消防団員条例定数）＝

　 7．56−←9．49x （可倡ヒ地面積）十 19．89　x （’1、轍 数）

過疎地域該当 （●で 表示） にお い て は、予測値 よ りも

現状の 消防団員条例定数の 多い 消防本部が 6割程度あ り、
過 疎地域非該当 （○で 表示）と比較 して、現消防団員条

例定 数 の ほ うが予 測値 に比 べ て 多い 地 域 が 多い こ とが 分

か っ た。 逆に、過疎地域非該当の 地域 に つ い て は、予測

値 よ りも現状の 数 が少 ない 地 域 が 多 い もの の 、過 疎 地 域

該当に 比べ る とばらつ きは少ない こ とが 分 か っ た。これ

は、過疎地 域にお い ては 、 消防団員条例定数 が 十 分 な数

で あ る と理解す る二 とが で きる反 面、分布を見る と、地

域に より
一

様で ない こ とも明 らか で あ り、予測慎との差

が 大きい 地域につ い て は 、 個別 に その 理 由等 も調査する

必要性が ある。
　こ の ように、可住地面積と小学校数 とい っ た 2 つ の 変

数 か ら、消防団員条例定数を あ る程度予 測 で き、ま た地

域特性間に も相違が あ る こ とを明 らか にで きた。

7 ．まとめ

　今 回分析 した結果 は、地 域特性と消 防団 員数の 関連性

とい う意味で は基碗的なもの で あるが、消防団員条例定

数 は、可住地面積と小 学校数 に 相関が 強い こ とが分か っ

た。っ まり、地 域と密着した消防団 の存在が明らかとな

っ た 。 また、地域指定との 関連性 に つ い て は、過 疎地 域

におい て、人口 あた りの 消 防団員数 が多い こ とが 分か っ

た 。 しか し 、 消防団員条例定数は 地 域 ご とに一様で はな

く、地域特性 以外 の 要 因も強 い こ とが 明らか となっ た 。

　今後、 発生が懸念されて い る東海地震 、 東甫海
・南海

地震で は、大 きな被害が広範囲か つ 多重的 に発生す る

と予 測 され て お り、地城 に 密着 した 消防団 へ の 期待 は

更 に 大 きい もの とな っ て く る と考え られ る。こ の よ う

な状況を踏まえて、地域 ご との 消防団員数 の 必 要 数等

に つ い て 今後 も研究 を続 けて い きたい 。
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